平成30年3月8日　総務（区長）部会資料

防災対策推進事業補助金交付要綱
（目的）
第１項　この要綱は、災害の発生に備えた防災対策の推進を図るために、各区が行う自主防災活動（以下「防災活動」という。）に要する経費に対し補助金を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。

（補助金の対象事業及び金額）
第２項　 補助金の交付の対象となる事業及び金額は次のとおりとする。
	対象事業
	事業内容
	限度額

	（1） 自主防災活動実施事業
（2） 防災備蓄物品充実事業
	防災訓練・研修会の開催、防災知識の普及・啓発
非常食・飲料水、情報伝達用具（メガホン、携帯ラジオ等）、消火用具（消火器、可動式動力ポンプ等）、救出及び障害物除去用具（バール、ハンマー、ロープ等）、トイレ（簡易便器、汚物処理剤等）等の購入に要する経費
	30,000円


（補助金の交付申請）
第３項　補助金の交付にあたっては、自主防災活動実施報告書兼交付請求書（様式第１号）又は防災備蓄物品充実報告書兼交付請求書（様式第2号）に必要書類を添付の上、住民自治協議会長に提出するものとする。
	対象事業
	必要書類

	（1）自主防災活動実施事業
	開催通知、写真

	（2）防災備蓄物品充実事業
	領収書の写し、写真


（補則）
第４項　防災備蓄物品充実事業助成金を活用して購入した物品については、区広報等を活用し、情報共有の手段を講じるよう努めることとする。
附 則
この要綱は、平成30年4月1日から施行する。
　　　　　　　　令和6年4月1日から施行する。

